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l はじめに
私に課せられたテーマは、 現代の憲法が国際化の中に置かれていることを認
識した上で、 第一に、 憲法の実体がどのよう に大きく変化しているのかを明ら
かにすることにある。 権かに、 現象としての固際化の中に憲法も置かれてお
り、 さらに、 グローパルな段階にまでその国際化が移動してきている点につい
ては、 他の報告者の報告にもあったことである。
そこで私の報告は、 憲法が国家との係りのあるものとして表明されてきたこ
とを受けて、 国家と憲法の関係をまず歴史的に辿ることとする。 その歴史的発
展を辿れば、 憲法国家は基本的には、 主権という構造を確保することに力点を
置き、 そのかぎりでは「国家的なもの」を確立することに熱心であり、 他国の
存在は第二次的なものであったはずである。 1648年 のウエストフアリア体制の
成立によって、 国家は主権に拘束されるようになり、 他国を意識しながら国家
は自困の国市IJの確立に努力してきた。 その後の数世紀は、 それぞれの凶制が認
定 した宗教的価値文化に依拠しながら、 ヨーロッパ憲法と国際法は並存的に存
立してきたのであるO この点については、 C.シュミットが見事に定 式化して
いるように、 f19世紀の終わりごろまでは、 国際法と呼ばれていたものはヨー
ロッパ国際法と同じもの、 さらにいえば、 『ヨー ロッパ国際法』と同じものを
指していた」ことになる。 この世紀は、 匝11禁法の適用される空間を、 文明国の
法が支配する領域と判断し、 それ以外の領域を「非丈明困」としたことで、 そ
れぞれの諸 国が「植民地jをえることができた。 北の諸 国による南の地域の支
*�稿は、 2008年3月、 ドイツ憲法判例研究会とドイツ国法学者との問で早稲田大
学にて開催された、 日独シンポジウム「国際化の中の憲法Jにおいて、 ドイツ語
で報告されたものを邦訳したものである。 ドイツ語版は、 後にドイツにおいて出
版される予定である。
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配は長い間続いたが、 この状態が終わる20世紀になって、 真の意味での「匝|際
化」を憲法は想定 できるようになった。 したがって、 現在の憲法は、 自分たち
の団法体制から判断する国際化を、 それぞれの規範の中に取り込んでいるはず
である。 そこで以下の諸 点について、 順次言及していかなければならないであ
ろうO つまり、 「① 憲法の国際化を促している原因は一体いかなるものであ
る (あった) のか、 ② 憲法のいかなる内容が、 国際化されなければならない
のか。 ③ その内容は、 他者が多数で形成した住|際基準から、 どのよう な影響
を受けているのか、 ④ さらに、 憲法は自らの実体の -部を、 匡|際的なものに
委ね、 放棄する段階にまで到っているのかjの諸 点であるO
同際化は白己を基準にして他者との関係を与えるものであり、 そのかぎりで
「比較jの視点が必要になってくる。 学問として、 「比較法や比較憲法J が定
式化されるようになったその最初の契機の中には、 国益という科学目的以外の
ものが秘められていた。 スエズ運河が開通した記念すべき年の1869 年 に、 世界
にさきがけてフランスにおいて「比較法制協会J (Socié凶deLégislation Com 
par白) が設立された。 マックス・プランク研究所の前身である、 ウイルヘル
ム皇帝科学振興会 (K叫erWilhelm Institut für ausländisches und internation­
ales Privatrecht)が設。;されたのは1926年 であり、 この年 、 ドイツは国際連盟
に常1l.f1里事同として加入している。 日本の比較法研究は本格的には戦同期
(1937・ 比較法研究所)に生まれたが、 これも「産業殖産のため、 日本の法丈
化の正しさを認識し、 IU;界進出するためJ (杉111直治郎)といった具合に、 ナ
ショナルな側面を強調するというものであった。 しかし、 今日においてはこう
した凶家聞の単なる関係を考慮の対象にすることではなく、 凶際化は普遍的な
理念の実現という観点から考えなければならない、 と意識されるようになって
きた。 国家が相互に刺激しあい、 影響しあうことによって、 流行が生まれる。
そこでその時代にあって最もファッショナブルな国制は一体どのような内容で
あるべきかの論点が生まれることになる。 「近代、'/.憲主義」という概念は、 憲
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法における理念形式 (イデアルテイプス) を定式化したものである。 そこで、
憲法と困際基準との緊張関係が生まれ、 結 果として、 「 憲法の相対 化ないし主
権の相対化」が現れ、 国際化が最盛期を迎えて、 今日では「国民国家のたそが
れ」あるいは [困家のゆらぎ」が生じているといった表現も生まれてきてい
るO
そこで本報告では、 憲法が内包する価値を、 世界某準で共有することになる
現代の憲法状況に時代設定をした上で、 国際法ないし国際社会と憲法の関係を
整理し、 その具体的な現象を指摘することにする。 こうして憲法がすでに対面
しているグローパルな側面に関してはできるだけ言及しないこととし、 あくま
でも憲法という 規範の枠内で構成される恒|際現象を指摘することに留めること
にするO 憲法と国際 (法) との関係を分類する点で参考になるのは、 以下の、
MゲツエヴイチによるものがあるO 彼はすでに1933年の段附で、 「憲法の国際
化J (Droit Constitutionnel International)という本を著し、 すでに法の歴史的
発展を考慮して、 国際法優位の法体系の一元論を提唱し、 そこで、「①国際法
と ー固の政治体制、 ②国内政治体制の国際的効 力、 ③国内政治原理と圃際法、
④国際法と一回の政治体制の変更Iを考察しているO こうして、 国内政治ない
しその成果としての国内法が圃際法に影響すること、 反対に、 国際政治ないし
同際法が同内法に影響する側面が分析される。 そこでは、 力の論理が働く場合
が多いであろうが、 H.ケルゼンのように、 規範によって完成された体系とし
て閏際法を理解することになれば、 別の視点で以って国際化を考察することが
できょう。 こうした国際化に沿って創られた最も顕著な例として、 われわれは
今次の戦争後に誕生した、 日本国憲法とボン基本法の例を指摘することができ
る。 さらに、 完全に近時の出来事として、 アフガニスタンやイラク、 あるいは
独立後に作られることになるコソボの憲法の成立過程を眺めるとすれば、 そこ
に国際的な要素 が色濃 く反影 していることを否 定 することはできないであろ
つO
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以下の報告では、 憲法にとってより国際化している現象をとりあげることと
し、 他の論者が本格的にとりあげない、 「対外権、 困籍、 そして軍事的協力」
の 3 点について芹及 することにするO
2 対外権
「対外権J (Auswärtige Gewalt)とは、 憲法 に規定された同家が、 国際的な
諸現象に向けて発信する権限の包括的な表現とされてきた。 つまりこの権限は
「対外政策の形成から執行にいたる会過程を含む、 対外事項に関する憲法上の
権限であり、 同時に国際法秩序にも服し、 その拘束を交けるものj、 とされ、
したがって、 凶内法と匝|際法の接点に位置するものとされてきた。 ド イツでの
ほとんどの基本書で 扱われるテーマであるが、 不思議にも、 日本の基本書にお
いてはこの用法は全く見られない。 ヨー ロッパという密な空間において、 「対
外権」が同家の重要な課題であり、 この権限を誰がどのように行使で、きるのか
が問題とされてきたからこそ、 ドイツの凶法学はこの概念を重視してきたもの
と思われるc ヨーロッパの外交史が、 19iU:紀以降はなぱなしい展開を見せてい
るのはそのためであろう。 対外事項を純粋な政治的行為と看倣すのではではな
く、 法的に問題としうる余地があるとして処理することに「対外権」の意義が
あっ た。
この権限を明確にした論者として、 占典的には、 Jロックの名が指摘され
る。 彼の説明で は、 立法 権、 執行権と区別さ れ た、 「連合権J (federative 
power) ロックは名称には拘 らないとしている を白然的権力として認めて
いるc そこでは「公共の利託と安全を対外的に、 恩恵や損害を受けるかもしれ
ぬ相手との関係で処理すること」としている。 この対外的な問題を扱う「連合
権」 は、 国家内の問題である執行権と密接な関係にあるものとする。 両 者が異
にするのは、 対外的なものが規範的な拘 束を弱 くならざ るをえず、 その関係
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で、 「それを掌握する人々の慎慮と叡智に委ねられる」部分が多いことになる。
法治国家という枠組みが展開されるその後のヨーロッパにおいても、 元首とし
て権限行使を委ねられた者は、 かなりなフリーハンドをもって「対外権jを行
使でき、 その点で、 今日においては、 この「対外権」をいかに立憲的に再構成
することができるかが問題になるはずである。 その意味で、 多くの憲法では、
この対外権が独白のものとして承認された場介では、 執行権のみではなく、 民
主的な統制を受けている立法権との関わりが憲法の巾で明確にされなければな
らないことになる。 さらに場合によっては、 司法による統制が認められる余地
もある。 実際に外交の権限を行使するのは、 元首、 内閣の構成員だけの役割で
はなく、 H常的に展開される外交'白・行政官の仕事であり、 場合によっては民
間レベルでの交渉がポイントとなる場介もある。 あるいは、 向治体レベルでの
外交をも一部認める議論が現れてきている。
ドイツ基本法では、 この対外椎は分散されて規定され、 体系的に規定されて
いるわけではない。 その主要な権限は「基本法32条、 59条1項. 2項、 73条I
項、 87条I項」にあり、 これは連邦権限とされている。 ほとんどの近代憲法と
同様にして、 ドイツ基本法も、 届際法の 舟芝原則を園内法の構成部分として認
め、 それらが法律に優位するとしている (基本法25条)。 さらに、 この基本法
では「高権を国際機関に委譲するJ (24条1項)とする特異 な規定 をもってい
る。 この規定は、 伝統 的な対外権そのものではないが、 これの延長上にあるも
のと考えるとすれば、 非常に特異な性格をもった規定と考えなければならな
い。 なぜならば、 この種の内容の条文を他の現代憲法に見出すことはできない
からである。 もちろん、 この規定も全ての高権を同際機関に委譲することを想
定しているわけではないが、 この規定を欠いた諸 国は、 こうした高権の委譲が
生じた時に、 憲法論理としてどのように対処することになるのであろうか、 と
いう疑問が生ずるO 対外権は国家がその主権の保持を前提として行使するもの
であるとするならば、 主権の放棄にまで至ることは本米的にはありえない。 欧
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州共同体を構成する諸 国が、 マーストリヒト条約を締結する際に生じた国内的
な混乱を思い出すと、 国家主権がこれまで有していたさまざまな属性を解体す
るわけにはいかないであろう。 しかし、 困家統 合や解体に伴う国家の属性の変
容を、 今後は国法学も想 定しなければならない。
ドイツの場合と比較して、 日本同憲法下では「対外権」という包括的な用法
がなかったが、 これはいかなる理由によるのであろうか。 ドイツ大使として日
本に長期の滞在経験のあるグレーベ(帰国後、 フライブルク大教授) が、 1977
年 のドイツ公法学者大会で発言しているところによれば、 日本国は食料、 エネ
ルギー その他の資源の点からもかなりな程度に国際化しているにもかかわらず
「憲法国家として、 とくにヨーロッパで、重視される地域統合、 同盟、 人権保障
の領域で遅 れが見 られる。 憲 法に は、 条約 と国際 法規の誠実道守 義務 が規定 さ
れているものの、 (報告者のトムシャットが表した) 国際協力を含む憲法的利
他主義を思わせる規定はみられないjと評している。「対外権jの専門家の視
点からして、 日 本の憲法規定された内容は物足らないように見 えたのであろ
うO この日本国憲法は改正 されずに今日 まで来 ているので、 この憲法 の同 際的
な側 面を概 括的 に 考 えてみ ることにする 。
グレー ベの指摘は、 憲法98条2項の規定内容の説明になるが、 彼の説 明は不
十 分であるO 同 条文 は、 f l::l 本国 が締結 した条 丈及 び 確京 された 国際法規は、
これを道守するにことを必要とする」と規定する。 私は当該条文を、「凶際協
調
主義jを
明確 に した 前文 と一 体なものと解し、 単 なる国際 法遵守義務を 規定
しただ けのもの、 と解するものではない。 この条文は丈言からは確かに、 国際
関係を尊重しなければならないという訓示的な意味しかもたないと解すること
もできょうが、 通説ではさらに積極的な意味が加味されており、 過去に実行さ
れた独善主義を反省した積極的意味をこの理念の中に含ませなければならな
い。 対外権の行使を明確に規定したものとしては、 内閣の外交処理、 条約締結
権(73条 2 ・ 3項)、 内閣の助言と承認を経た天皇の外交権(7 条)があるO
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天皇の外交権限を、 特殊な行政官の行為と解して脱神格化させることによっ
て、 国民主権の構造と整合性をもたせることはIlJ能である。 そしてなにより
も、 「対外権J として戦争を放棄した 9 条の周辺の議論を考慮しなければなら
ないが、 この 点は別に項目を立てて後に論じることにするO
問題のグレーべによって消極的に解されている98条からは、 今日では、 問内
法と国際法は一元的法秩序的な理解をすること、 しかも、 同会制定法規よりも
同際法が優位することが、 通説 として確，'(されている。 主妥な人権条約を批准
する際に、 政府は同内法規との十分な整合性を整えていることが、 その仔IJ証と
なるであろうO 対外権の 決定内脊は、 概ね同家の 威信をかけて決定されること
であり、 そこには政治的な責任を負うシステムを見出すことが多く、 規範が係
わる余地は少ない。 しかし今日においては、 伺々の凶際政治の現れも国際法の
諸原則に相応しなければならないはずであり、 先に示してきたように、 ここで
近代立憲主義の 国|川去と|詞際法への相互の法規への関わりを認め、 法規の J元
的な理解をすることが、 今後の「対外権jの 憲法的な理解にとって重要なこと
であることを確認しておきたし'0
3 国籍
国籍の決定方式が、 依然、として主権をもっ国家の側に留保されていることか
らして、 この国籍の決定方式は、 国民が負わなければならない宿命 であること
が変わりなく続いている。 同際化が進展して、 人の向白移動がより自由になっ
たとしても、 その移動した者も身分証明としては旅券を帯同しなければならな
いからである。 「ヨー口ッパ市民J という身分はあるものの、 基本 は依然とし
て、 ドイツ人・ フランス人であることには変わりがない。 国籍は、 憲法の側か
ら恒l際化を阻むものなのであろうか。
日本 同憲法では、 国籍の決定方式を法律に委任し (10条)、 委任された国籍
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法は原則的には、 人の 生まれ}jを決定要因とする「属人主義」による同籍の決
定方式を規定しているO そのことによって、 円本 国内にいる日本 困籍をもたな
い者を「外国人jとし、 同時に、 国外にいる日本 国籍保有者をも日本 人とする
ことになるO 日本 国憲法における国籍問題は、 一方で「外国人]問題としてあ
り、 他方で、 国籍の自由選択を認めない保護主義に代表されるような論争的な
事項とL て展開されてきた。
戦後処理の中 で 生まれた「在 日外国人」という特 別永{# 、 海 外移民の子孫
の処遇、 そして「外国人労働者Iという新たな居住者の処遇について、 時期に
適った政府の対応がなかったことによる諸問題が、 日本には累積されてきた。
冷戦の渦中に置かれてきたとはいえ、 とくに、 植民地解放とともに生じた「在
日旧楠民地人」達 とくに、 中国・朝鮮の人々ーの国籍を一律に失わせてし
まった日本政府の冷たい対rj�;が、 今日までこの問 題を引き伸ばL てきたことに
なるO 例えば、 公職の管理職に就任するためには、 最高裁の作り出した「当然
の法王早]に基づき、 少なくとも日本 同籍が必要とされるとする政策が依然とし
て継続している。 さらに、 市民権として承認されるべき、 「選挙権・被選挙権」
の制限、 社会保障の受給資格の制限は、 多元的な権利主体の是認を、 あたかも
排斥 しているものと考えることができょ う O これらの 定住外国人 にも、 他国に
見習って少なくとも地方参政権を認めるべきであるとし寸運動が展開され、 裁
判によっても争われている。最高裁判所は、 ム定の条件に適合する永住者につ
いては、 「法律をもって、 地方公共団体の長、 その議会の議員等に対する選挙
権を付与する措置を講ずることは、 憲法k禁止されているものではない」
(1995)という判断を示した。 一般に、 これをもって憲法からは、 特定の永住
外国人の地方参政権は、 法律上で「許容されたもの」と解され、 立法府の対応、
が注目されるところであるが、 その後の立法府の反応は極めて鈍い。 Lかし、
地方自治体の一部では住民投票にこの外国人が参加できることを条例で定めた
ところがあり、 愛知県高浜市では2002年、 住民投票の参加資格を永住外回人及
68 
国際化の中の憲法
び18歳以上の市民としており、 fむの向治体への影響は大きい。 ただし、 政府は
こうした傾向には批判的であり、 政府と白治体での昆解の相違が現れている。
他方で、 海外に民住している日本 人については、 明治憲法下では「外地法j
によって別個に規定されていたが、 現憲法下では同様に日本 国の国籍法と戸籍
法による法体系が適用されている。 海外に居住する日本 人については、 住民登
録をしていないということを根拠にして、 選挙権が制限されていたが、 2005年
の最高裁判所の判決が当該法規を違憲とする'j:IJi夫を出したことによって、 やっ
と改善されるに到った。 外向人の参政権と比較すると、 皮肉にも立法府は早期
の対応をしたことになるO 海外居住のH本 人は、 応、 日本 国の保護の下に生
活していることとなり、 その点で、 H本 の国籍法は「二重凶籍苫、 無回籍者j
が出ることを極端に警戒している。 憲法22条1項は「同籍離脱の円由」を規定
するが、 本 条は完全に本 人の17;思に基づく自由な国籍離脱の自由を認めてはい
ない。 相手同の同籍が条件となって、 日本国籍を失くすことができるにすぎな
い。 今日、 顕在化しているのは、 付本 同が未承認の同家の同籍取得の問題であ
り、 具体的には「中華民国 (台湾)・北朝鮮人J との結婚問題、 とくに、 日本
人女性と台湾男性との聞で障害がでている。
匝|際化の中の憲法という最初に掲げたテーマに戻すとすれば、 ここでは個人
の国籍選択の白由と国際法秩序の安定ということを同時に考慮に入れなければ
ならない。 ここでの妥協点は、 少なくとも無国籍者を4:み出さない努力を両者
が行うことであって、 同時に、 ;重国籍は許容できる範囲で認めるという五向
にあるようであるO 中華民国の事例l土、 中|玉lとH本 の相虻の法が「凶籍唯一の
原則jを前提としており、 しかも、 中国・ 北京政府との関係で、 台湾は困家と
認められてはv>ない。 そこで、 台湾政府から出された「申請取得・ 中華民 国・
国籍証明jは、 日本 政府としては受理できない書類であり、 実質的に台湾人と
結婚していても、 法的に認められている結婚認定は出米ないこととなる。 ここ
には同際政治の問題がストレートに反映されている。 しかし、 三重同籍の問題
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は、 すでに匝11禁法では一定の解決をえている領域問題であり、 とくに、 ヨー
ロッパでは日常的に生ずる問題であり、 各種の権利と義務の調整は吋能である
と思われるO 国籍法の柔軟な解釈によって、 :重国籍状態を無視することがで
きる余地を模索することが、 現実の解決方法としてある。 もう一つは、 自分に
都合の良い実をとればよいわけであるから、 国籍に拘らない居住関係を間際社
会の中に作り出していく必要があるO その意味で最後に言えることは、 国籍の
機能的な解釈は、 この同籍そのものが直面する国際関係を考慮してなされるべ
きことであるといえよう。
4 軍事的協力
日本国憲法と国連憲章との関係を考えた場合、 平和のあり方には、 大きく以
下の二つの考え}jがある。 第一に、 紛争の平和的な解決と武力の使用禁止原則
の方向であり、 この内容を原則とするのは、 日本凶憲法 9 条と前丈、 そして国
連憲章 2条3項である。 第二に、 第一の方法の例外として、 市IJ限された形式で
はあるが武力行使が認められる場合があり、 その行為の正しい行使については
違法性が阻却される。 この範轄に入るのは、 以下の条文にあるO つまり、 それ
は、 閏連憲章51条が認める、 I ①個別的自衛権、 I ②集団的自衛権、 そし
て7章が定める、 E 集団安全保障システムである。 Iの型式は従来のナショ
ナルなものを母体とし、 Eの型式は国際的なものを母体とするが、 43条が予定
する「国連軍jが存在していない関係で、 地域的取り決めを事前に交わした 諸
屈の軍隊が、 安全保障理事会の決議に基づいて行動することになる。
H本同憲法 9 条との関係では、 a方では、 自衛隊の目的と存在意義が問題と
なり、 他方で、 日米安全保障条約に基づくアメリカ軍が日本に駐留している関
係で、 いかなる類型の安全保障のいずれに自衛隊は組みすることができるか
が、 非常に大きな問題としてあった。 政府の公式な見解によれば、 1-①はあ
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るが、 I ②は「保有するも、 行使できない」とL 、 Eに関しては、 安保条約
からくる制約として、 自衛隊には「日本国の施政の十にある領域J ( 5条)、 ア
メリカ軍 ( 駐留軍)には「極東における国際の平和及び安全の維持J( 6 条)、
という限定があった。 しかし、 国連を1 1心とする安全保障システムとはいささ
か異にする、 冷戦後に現れたアメリカ・ イギリスを中心とする「多同籍軍」の
登場、 そして圃連憲章にはl直接根拠をもたないPKO活動が活性化するに及ん
で、 国際貢献のあり方が、 国際的な活動の具体化として注廿を集めるように
なってきた。 湾岸戦争後から明確となった多同籍軍の根拠付けは、 IでもEで
もない、 複合的な性格をもったものである。 PKOはPKFと異にして、 非強制l
的なものであったが、 今は、 地域紛争介入型へと変貌している。 とくに、 同盟
国とされてきたアメリカ合衆凶からの要請に押されるような形で、 歴代のH本
政府は、 憲法はそのまま改止することなく、 新たな立j去をすることによって、
自衛隊の権限を拡 大する五向で進んできた。 冷戦という重い障答がとれた とこ
ろで、 軍隊は「間際紛争解決、 紛争後の停戦歌視・復興への寄号jという使命
をもつことになったο こうして「人道的に介入する」というスローガンの下
で、 こうした部隊は、 「国際的な困家テロ活動、 組織的犯罪行為への監視と介
入jという、 新たな課題に対処することになった。 こうした情動に金銭的にだ
けではなく、 「血をもってJ( 軍事的に)亘献することが重要である、 という圧
力を国外から受ける形で、 政府は新しい立法を繰り返してきたことになる。 世
界の正規な警察として、 同連が冷戦後も正常に機能しているわけではなく、 理
想的な同際基準が存在しないところでこうしたシステムが機能してきたことか
ら、 これらの立法に対しては囲内的には批判の多いところであった。 つまり、
国際的な援助という名目で、 しかし、 実は係っている同々の個々の同益が要
所・要所に見え隠れするところに、 湾岸戦争後の国際社会の致命傷があったと
思われるO とくに、 アフガン・ イラクへのアメリカの働きと国連の動きには、
ギャップが見 え隠れしてきていたことを想起すべきである。
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こうしたは本の変化を、 ここでは年次的に追うことのみとする。 極東の解釈
から、 円本の周辺事態という範囲を「日米新ガイドライン」で合意し(1 997
年)、 これを「周辺事態法J (99年) で成丈化させた。 「地理的概念ではないJ
とされてきた「周辺」であるが、 主義なしに、 仔IJえばアフガニスタンに対して
「後んム支援jという形で参加する自衛隊は、 従来の「フィリッピン北方」とい
う限定からの縛りから開放されることになった。 さらに、 長年の懸案事項で
あった「有事体制」をまとめ、 日本の周辺で:'Lじる有事に備えることとした。
「武力攻撃事態法J (2003年) では、 「武力攻撃のおそれJまで対処できること
とし、 具体的には対北朝鮮に意欲的に対j，i:;、できる体 制を整えたことになるの こ
の ー連の立法の中がなされることによって、 白衛隊をf古轄する防衛庁が、 「防
衛省jとなった (2006年)。 その結果、 同省は独自に予算案を同会に提出する
権限をもつことができ、 大臣の権限が首相から離れて独自に行うことができる
よう になった。
日本|玉lに残された最大の問題は、 個別的な自衛権のみという 縛りから離れ
て、 「集団的な白衛権」まで行使できるよう にする改草である。 従米から憲法
学者のほとんどによる憲法9 条解釈によって否定されていた集団的自衛権であ
るが、 これを制度的に認めさせようとする政府の考え方が徐々にゆjらかになっ
てきたの 政府与党は固有の考え方を不し、 自衛隊を憲法の限界なしに恒久的に
海外に派遣できることを画策している。「核ミサ イルが登場する現代型戦時に
おいて、 これ (集団的自衛権)を認めなければ現実的な意味が無い」とする国
際法学者の論考もあり、 あたかも国際社会の当然の要請とじて、 集問的白街が
不可欠であるという政府見解が台頭しつつあるO ここでも、 なぜナショナルな
ものと国際的なるものが、 こうした局而において融合しなければならないのか
という論点がi替んでおり、 在、にはそれに対する疑問が見えてくるO
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5 まとめ
最後に国際経済ジャーナリストであるフリードマンの 本を紹介して、 この 報
告の まとめとするO 彼が描いた「レクサスとオリーブの 木J (1 999) という本
の中で、 現在の 国際化の流れが適切に読み取られていると思われ2 0「レクサ
スJ (トヨタの 自動車にも同名が付けられた)は、 変化する最高の 技術を表
し、 tu:界化・ 地球化の 流れを象徴しているO 他方で、「オリーブの 木」は伝統
を表す価値を象徴している。 この 両者は、 緊張関係をもってきたけれども、 こ
の 緊張関係を断ち切ってしまうことが、 誤った道へ進むことになることを、 著
者は警告している。 憲法も国際化の流れの なかで、 様々な価値を受け入れて変
化することになるが、 その場合のオリーブの木に相応するもの が一体何にある
の かを確認していく必要がある。 つまり、 国際化というファッションを身に着
ければ、 その憲法が直ちに国民にとって良いもの となるというわけにはいかな
いであろう。
日本国憲法も、 長い間改革・変動の中に置かれてきたが、 国際化の 方向を見
誤ることの ない見識が求められているO それは一言でいえば、 日本が「東アジ
アjの 中にいることを忘れてはならないことであり、 将来作られるであろう
[束アジア共同体jの 中で、 求められる日本同憲法の 姿を見つめていくことに
なるの ではないだろうか。 アセアンがこうした体制を築く基礎になるといわれ
ており、 1976年に締結された「東南アジアにおける友好協力条約J (TAC) に
おける「紛争の平和的解決J ( 4 章)こそが、 憲法 9条との 整合性をもって説
明できるといえようO アジアにおいて最終的に一つの「平和なハウス」が形成
されること、 これが現在の 日本の 憲法にとっての 真の 意味での 国際化であると
いうことになると思われる。
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